
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 3年度12月補正予算令和03 通常 令和03 12 15
0303060305 新時代を勝ち抜く攻めの農林水産戦略

06 つくり育てる漁業と広域浜プランの推進による水産業の振興漁業効率化技術実証事業
次代を担う漁業者の確保・育成03

農林水産部 水産漁港課 調整・振興班 1885 大山　泰 土田　織恵

令和03 令和03

　漁業者は従来から、経験則や自らの記録等に基づいて漁場を選択していたが、近年の漁場の変遷等 　操業情報の迅速な処理が可能となるデータのデジタル化やグループ内での共有を通じ、効率的な漁
により好不漁もあり、十分な漁獲確保に至らないことも多くなった。さらに、コロナ禍で魚価の低迷 業経営を実践できる漁業者が増加する。また、デジタル化したデータを後継者育成にも利用する。
が続いており、漁業経営の安定を図るためには、空振り操業を減らし、安定した漁獲を得ることが重
要である。そのため、ICT機器を活用して操業データや海況情報を収集し、迅速に処理して漁業者に
提供することで、適切な漁場選択につなげる必要がある。

● ○

県

県内漁業者

■ □ R03 09

　操業のデジタル化により効率的な操業を行う漁業モデルを実証するため、必要な機器を整備すると
□ □ ■ □ ともに、効率的な操業を行うための海況データを収集・提供する海況観測機器を導入する。

□

　温暖化等により今までの経験に基づく漁場選択では空振りすることもあり、海況とあわせた漁場の
予測が必要。また、過去の操業情報は膨大な量が手書きで保存されており、活用するのに手間が掛か

　これまでは職員が現場で測定していたが、ICT観測ブイを使用することで、自動的に海況情報を収集することが可能となるため、簡単にデータ確認ができるシステムの導入について、漁業者から要望が寄せられてる。
る。また、漁業者への補助によって整備を行う場合、コロナ禍により漁家経営が苦しい中ではICT機器の導入が進まないこ
とから、早期のデジタル化を推進し適切な漁場選択に結びつけるには、県が整備することが有効である。

0 80 3 0 4 0 60 5 0 7

漁業効率化技術実証事業 魚価低迷の中、デジタル化により効率的な操業を行う漁業モデルを実証するために必要な
01 機材を整備する。      19,100           0           0           0          0           0        19,100

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

       19,100     19,100           0           0           0          0          0

            0          0           0          0           0           0           0

            0          0           0           0           0           0          0

            0          0           0           0           0          0          0

          0           0           0           0           0        19,100     19,100



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

　操業情報のデジタル化やIcT機器を活用する漁業者が増加し、漁業の効率化が図られる

スマート漁業に取り組む漁業経営体数

○スマート漁業に取り組む漁業経営体数（経営体）

●

01 0 2 03 04 0 5 0 6 0 7
        11         0         0         0          0                                0

         0         0

         0         0水産漁港課調べ

         0         0

● ○ ○0 3

○
○

0 40 1 0 2 0 3 0 5 0 6 0 7
                                0         0         0         0         0         0

         0         0

         0         0

         0         0

○ ○ ○

　コロナ禍により漁業経営が悪化している今、操業情報のデジタル化等により操業の効率
化を図る必要がある。また、操業の効率化のために必要な海況データの収集・提供も必須
となっている。

　空振り操業の減少による漁獲の安定化が求められている。

□□ □
■

　操業データのデジタル化は各漁業者が取り組むものであるが、県でモデルを作成し、漁
業者へと提示することで導入の促進を図る。また、海況データの収集は全ての漁業者に関
わってくるため、県が設置することが適当である。

○ ○


